
特 別 会 計 収　入　額 支　出　額 公営企業会計 収　入　額 支　出　額

国民健康保険事業 24億27万円 23億5,723万円
水道

事業

収益的 9億1,326万円 5億7,373万円

介 護 保 険 事 業 24億4,355万円 23億659万円 資本的 3,188万円 5億1,064万円

後期高齢者医療 2億2,534万円 2億2,303万円
下水道

事業

収益的 14億7,724万円 12億8,956万円

資本的 6,692万円 6億293万円

（千円を四捨五入）
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　総務費は特別定額給付金

などにより前年度比約 22

億 6 千万円増加しました。

民生費は子育て世帯への臨

時特別給付金などにより約

2億 5千万円増加しました。

土木費は道路改良事業な

どの減により、約 12 億 6

千万円減少しました。教育

費は小中学校整備事業の減

により約 3億 6千万円減少

しました。

※前年度比で金額が大きく増

減した科目について、オレン

ジ色にしています。

その他その他

3億5,250万円3億5,250万円

（2.4％）（2.4％）

民生費

総務費

土木費

教育費

農林
水産費

消防費

衛生費＊

歳  出
149億1,291万円

教育費教育費

11億5,123万円（7.7％）11億5,123万円（7.7％）

小中学校、公民館の運営など、小中学校、公民館の運営など、

教育全般教育全般

公債費公債費

12億8,835万円（8.6％）12億8,835万円（8.6％）

事業を行うために借りた事業を行うために借りた

お金の返済金お金の返済金

土木費

17億4,538万円（11.7％）

道路・下水道・河川・橋の整備

や区画整理など

衛生費

7億3,670万円（4.9％）

病気予防に係る各種検診、

ごみ処理など

農林水産費
5億8,061万円（3.9％）

農林業振興や農用排水路

の整備など

消防費消防費
3億9,612万円（2.7％）

消防団の維持、災害対策など消防団の維持、災害対策など

民生費

39億457万円（26.2％）

老人・障害者福祉や保育園費

などの福祉全般

総務費

47億5,745万円（31.9％）

人事、企画、財政、徴税、統計、

選挙など、町の総括的な事務

事業

議会費議会費

商工費商工費

労働費労働費

災害復旧費災害復旧費

1億2,650万円（0.9％）1億2,650万円（0.9％）

1億9,388万円（1.3％）1億9,388万円（1.3％）

3,018万円（0.2％）3,018万円（0.2％）

194万円（0.0％）194万円（0.0％）

歳　出歳　出

歳出科目の決算額推移（抜粋）歳出科目の決算額推移（抜粋）

令和 2 年度特別会計・公営企業会計の決算令和 2 年度特別会計・公営企業会計の決算
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指標
算定結果

（　）内は前年度数値

早期健全化
基準

比率の説明

健

全

化

判

断

比

率

実質赤字
比率

―
（―）

一般会計が黒字の
ため、指標化なし。

14.13％
一般会計の赤字額の程度を町の財政規模と比較して指標
化し、財政運営の健康度を示すもの。

連結実質
赤字比率

―
（―）

一般会計、特別会
計、公営企業会計
が黒字のため、指
標化なし。

19.13%
一般会計、特別会計、公営企業会計の赤字額と黒字額を合
算し、町全体の赤字の程度を指標化して財政運営の健康
度を示すもの。

実質公債費
比率

15.0％
（13.9％）

債務負担行為額の増
などにより、前年度
から 1.1㌽増加。

25%

一般会計の借入金の返済額と公営企業会計や一部事務組
合の借入金の返済額のうち、一般会計からの支出と認め
られる額の合計を町の財政規模と比較して指標化し、資
金繰りの安全度を示すもの。

将来負担
比率

125.6％
（143.9%）

地方債現在高の減
などにより、前年度
から18.3㌽減少。

350％以上
将来、負担すべき額から、町の貯金などを差し引いた額
を、町の財政規模と比較して指標化し、今後の財政を圧迫
する可能性を示すもの。

資金不足比率
―
（―）

町の公営企業は黒
字のため、指標化
なし。

20％以上
上下水道、下水道など公営企業の資金不足を指標化し、経
営の健康度を示すもの。

財政の健全度を

お知らせします

　令和 2年度決算に基づく健全化判断比率などは、全指標で「健

全」の基準内となりました。

※健全度は財政健全化法で、下記の 5指標の算定により、「健全」、

「早期健全化」（自主的な改善努力での健全化が必要）、「財政再建」

（国などの関与による健全化が必要）で評価されます。
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　実質公債費比率は、駅周辺区画整理事業

や医大周辺道路整備などの大規模事業に伴

い借り入れた町債（借金）の返済により上

昇が見込まれるため、経費の縮減や事業の

効率化に努めます。

　将来負担比率は、町債借入残高の減など

により減少しましたが、計画的な事業実施

と適正規模の基金（貯金）残高を確保する

ことに留意し、将来世代の負担を考慮した

健全な財政運営に努めます。

●各指標の推移

▼問い合わせ　令和 2年度決算について詳しくは、役場企画財政課財政係（☎ 611-2726）へ。

会計名 令和元年度末 令和 2年度末 増減額

町債（区画整理含む）133億6,016万円 128億2,058万円 -5億3,958万円

公営企業会計 90億2,247万円 84億7,771万円 -5億4,476万円

水道 23億5,383万円 22億148万円 -1億5,235万円

公共下水道 43億2,193万円 41億3,273万円 -1億8,920万円

農業集落排水 23億4,671万円 21億4,350万円 -2億321万円

合計 223億8,263万円 212億9,829万円 -10億8,434万円

（千円を四捨五入）

●町債・公営企業債の現在高

　町債は一般会計と区画整理事業のための

借金で、公営企業債は上下水道事業のため

の借金です。一般会計では道路整備や小中

学校のネットワーク整備などのため、上下

水道事業では流域下水道建設負担金のため

に新規の借金が必要となりましたが、前年

度に比べて減少しています。
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